
No1
○ ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 庁舎等資源再利用推進事業
部課名 管理部経理課 課長名 古瀬
担当者名 石田 内線 2252

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

6,080 5,928 5,405

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　地球環境に配慮した循環型社会づくりを目指し、庁舎や区施設から発生する資源ごみを分別・収集
し、資源の節約やごみの減量を図る。

対象者
等

　本庁舎及び区施設利用者

内容

　本庁舎や各種の区施設に資源回収容器（リサイクルボックス等）を設置し、紙・空缶・空びん・ペッ
トボトル・乾電池を分別回収している。
　○資源回収容器設置施設…本庁舎、北庁舎、区立幼稚園、区立小・中学校、図書館、区民事務所、
                          ひろば館、ふれあい館、福祉施設など134施設(平成29年4月1日現在）

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-02-01 庁舎資源再利用事業費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 03-01-08 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

東京都「大規模建物における事業係廃棄物に
関する指導要綱」終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 2

経過

平成2年 8月…庁舎内に資源回収容器（リサイクルボックス等）を設置。紙・空缶・空びん・乾電池の
　　　　　　 分別回収開始
平成3年 4月…庁舎外の区施設127か所に拡大。各施設において資源ごみを分別し、回収・選別等を業者
             委託により実施
平成3年10月…東京都が「大規模建物における事業系廃棄物に関する指導要綱」策定。ごみの発生抑制
　　　　　　 と再利用・資源化を促進するため、事業者に「計画の作成」と「実績の報告」を義務付
             け、事業者の責任をより明確化
平成10年4月…ペットボトルの回収（区施設のみ）を開始
平成12年1月…全庁舎に資源・廃棄物のさらなる分別収集を徹底するため、マニュアル「資源・廃棄物
             の分別収集」を作成し配付。庁舎内のペットボトルの回収を開始
平成14年5月…新たに「資源の整理方法」を作成し、改めて分別を徹底

必要性

　地球環境の保護や循環型社会づくりの推進のため、区は事業者として、率先してリサイクル活動に取
り組む必要がある。

実施
方法

2一部委託

資源ごみの回収・選別等の業務を委託により実施
＜H28年度＞○資源再利用処理委託…相手方：荒川区リサイクル事業協同組合、契約金額：5,058,417円

27年度 28年度 29年度

5,044 5,212 5,405
6,848 6,514 6,179 5,981
5,435 5,355 5,001 5,063

26年度

空ビン　　　　　(kg)

28年度 29年度

4,763 4,552 4,577

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
紙類　　　　　　(kg） 295,665 328,940 318,350 321,486 324,385 329,975 325,380

27年度

空缶　　　　　　(kg) 9,736 9,294 8,914 8,195 8,039 8,243 8,159
4,490 4,636 4,399 4,508

ペットボトル　　(kg) 6,980 6,995 8,030 7,801 6,915 8,070 7,595

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 消耗品費（ポリ袋） 149 委託料 回収・資源化業務
需用費 回収・資源化業務 183委託料 回収・資源化業務 4,895 需用費 消耗品費（ポリ袋） 131

5,081 委託料 消耗品費（ポリ袋等） 5,222

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

本庁舎での資源÷全廃棄物（資源
を含む）

　本庁舎における資源の再利用率を更に向上させるために、ごみの分別やリサイクルボックスの利用方法
等の周知を定期的におこなう必要がある。

本庁舎の全廃棄物に占める再利用
率(%)

72.3 73.6

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標

79.6 75.2 85.0

指標に関する説明

5,212 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

現状の規模で実施する。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

ごみの分別やリサイクルについ
て、引き続き職員の意識啓発を
図っていく。

給湯室やリサイクルボックスの周囲
に注意喚起の掲示を行い、職員の意
識向上に繋がった。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

ごみの分別やリサイクルについて、
職員の意識啓発を図っていく。

行政費用合計(b) ‐ 7,192 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 7,192

‐ 0

‐

▲ 7,192

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 7,192

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 1,885

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
　行政費用では、委託料として物件費が多くかかっている。内訳としては、資源再利用処理委託4,794千
円、乾電池収集運搬処理処分委託287千円である。

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 96



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 一般廃棄物処理業等許可事務事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 角田、加藤 内線 470

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

878 72 72

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　区内で発生する事業系一般廃棄物を取扱う一般廃棄物処理業（収集運搬業及び処分業）の許可及び処
理業者に対する指導を行うことにより、処理業者にとって不可欠である適正な一般廃棄物の処理に関す
る知識や能力を確保し、区民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とする。

対象者
等

　当区内で一般廃棄物の処理を行おうとする者及び当区の許可を有する者(一般廃棄物処理業者)

内容

（１）苦情対応、行政指導、行政処分
（２）行政指導、行政処分及び許可申請等に付随する立入検査
（３）許可申請に伴う歳入事務
（４）区別持込ごみ量算定
（５）自治体間協議
（６）条例、規則、要綱改正
（７）清掃協議会による管理執行事務（許可申請書受付、申請内容の東京２３区廃棄物情報管理システ
   　 ム(※)入力、許可書等の出力及び交付、申請内容の審査（立入検査を含む）、許可に関する個別
　　　相談、許可業者の指導、能力認定試験の案内）
（※）東京23区清掃一部事務組合、東京二十三区清掃協議会（以下「清掃協議会」という。）、各区清
　　　掃事務所等が相互で総合的な情報管理を行うシステム。

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-04-02 一般廃棄物処理業等許可事務費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-01 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

廃棄物の処理及び清掃に関する法律
荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 18

経過

平成12年4月　　清掃事業移管により、一般廃棄物処理業の許可の権限が東京都から各区に移行
　　　　　　　　（許可事務は、平成18年3月まで清掃協議会が管理執行）
平成18年4月　　許可事務が各区所管事務となる
平成20年度　 　本区が一般廃棄物処理業能力認定試験の担当区となる
平成25年4月　　23区が共通基準に基づいて行うことができる事務を清掃協議会において共同処理

必要性

　一般廃棄物の処理に関する事務は、法第6条の2により市（区）町村の固有事務とされている。市
（区）町村は、一般廃棄物の処理について統括的な責任を有しているが、法第7条で、一定の要件を満た
し許可を受けた事業者は、「一般廃棄物処理業者」として処理することができるとしている。

実施
方法

1直営

27年度 28年度 29年度

735 46 72
545 490 246 233
395 370 195 187

26年度

変更許可・変更承認・変更届等件数

28年度 29年度

507 474 561

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
新規許可件数 3 1 1 3 6 5

27年度

更新許可件数 152 108 151 111 151 110
545 468 510

立入検査件数 77 59 20 8 17 14

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 消耗品購入 20 需用費 消耗品購入
旅費 立入指導旅費 18旅費 立入指導旅費 10 旅費 立入指導旅費

委託料 東京23区廃棄物情報管理システム導入設定作業委託 254

11
35 需用費 消耗品購入 54

使用料等 東京23区廃棄物情報管理システム機器賃借料 161

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

備品購入費 備品購入契約（デスクトップ型パソコン他） 291



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 1,215

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

30 24

一廃処理に関する統括的責任は区
にある。

必要な帳簿書類等を検査、指導す
る。

　23区全体の重複事務を解消し効率化を図ることを目的として、25年4月から一般廃棄物処理業及び浄化槽
清掃業の許可事務は、清掃協議会にて共同処理を行っている。
・許可業者への指導・処分について、「23区における行政指導及び行政処分の基本的指針」に基づいた統
一的な運用をすることとなっているが、対応についての検討に時間を要し、指導・処分までを迅速に実施
できないことが課題である。
・清掃協議会が許可業務の窓口を行っているため、23区間で情報共有する際に時間を要する。

区民からの苦情件数 0 0

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 立入検査件数 8 17

0 0 0

指標に関する説明

46 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　業者の資質向上による区民の生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図
るとともにコンプライアンスの徹底を図る必要がある。

14

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　会議及び立入検査等で23区間の情
報共有を図るとともに、国等主催の
会議に出席し専門知識を得る。

　23区で迅速な対応が必要と認め
られる事案については、許可事務
情報共有会の開催を申し入れ、23
区の意見調整等の短縮を図る。

　引き続き、国主催のセミナーや
講習会に参加し専門知識を得る。
また会議や立入検査等で23区間の
情報共有を図る。

　許可事務情報共有会が年4回開催
され参加した。

　国主催のセミナーや講習会に参加
し、廃棄物の違法な回収業者への対
策など専門知識を得た。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　23区で検討する課題について、23
区間の意見調整等の時間短縮のため
許可事務情報共有会の定期的な開催
を申し入れる。

行政費用合計(b) ‐ 8,620 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 7,405

‐ 0

‐

▲ 7,405

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 7,405

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 8,145

‐

27年度 28年度

1,215

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 429



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 広報普及事業（28年度決算公表用）
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 笛田、加藤 内線 470

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

3,368 4,873

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　区の清掃事業を明らかにし、様々な方法により周知し、広く協力を呼びかけることで、区民のごみ減
量意識やリサイクル活動への関心をさらに高揚させることを目的とする。

対象者
等

区民･排出事業者

内容

１　広報紙の作成　｢区報環境・清掃特集号」を年4回発行する。区民や排出事業者にごみの減量やリサ
イ
　クルの推進などの情報を発信し、循環型社会の構築に向けた理解を深める一助とする。
２　環境学習
（１）夏休み親子バス見学会(資源リサイクル施設等)を開催し、ごみ減量やリサイクルについて、親子
で
　　楽しみながら考えるきっかけを作る。
（２）講演会を開催し、ごみ減量意識を高めリサイクル等に関する取組のきっかけを作る。
（３）区内の小学校４年生の総合学習の授業の中で、清掃リサイクル課作成の小冊子「はじめよう！わ
た
　　したちにできること」を活用し、ごみ減量やリサイクルについての理解を深める。
３　荒川もったいない大作戦　家庭で取り組む身近な行動を通じて食品ロス削減の重要性について、協

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

--

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-04 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12

経過

平成12年度から　環境清掃に関する広報紙として「清掃・リサイクル特集号」を発行
（平成18年度から「環境・清掃特集号」に名称を変更した）
平成13年度から　夏休み親子バス見学会を年1回実施。区内小学校への出前授業を実施
平成15年度から　ごみ減量講演会を年1回実施（20、21年度は未実施）
平成19年度から　小冊子「はじめよう！わたしたちにできること」を配付
平成23年度から平成25年度まで　マイバッグ・マイ箸利用者へエコチケットを配付し、そのチケットと
区
　内共通お買い物券とを交換する「マイバッグ利用促進キャンペーン」を実施
平成26年度から「もったいない事業」を開始、28年度から「荒川もったいない大作戦」として事業を充
実
平成27年度から「環境・清掃特集号」の紙面を区報に準じ、横書き左綴じに変更
平成29年度から「荒川もったいない大作戦」について06-02-18食品ロス削減事業費へ、それ以外につい

必要性

　ごみ減量に有効な取組みである(リデュース・リユース・リサイクル)を進める上で、環境意識の醸
成、具体的取組が必要である。その中でも特に重要なリデュースのひとつである食品ロス削減を中心に
活動を展開し、区民や事業者の協力を求める事業を実施する。

実施
方法

2一部委託

　広報紙について新聞折込、コンビニエンスストア・駅スタンド等への配付、録音広報作成の業務を委
託

27年度 28年度 29年度

3,094 4,285
5,238 4,759 3,761 3,392
4,251 3,455 3,580 3,110

26年度

環境学習（小学4年生対象）（校数）

28年度 29年度

11 17 18

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
広報紙（区報特集号）年間発行部数 332,000 332,000 332,000 316,000 303,000 288,000

27年度

環境学習(バス見学会)(参加人数） 41 30 42 42 36 40
14 12 10

講演会参加人数(人) 15 46 73 33 16 19

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 消耗品費、印刷製本費 469 需用費 消耗品費、印刷製本費

報償費 講師等謝礼 9 旅費 視察旅費

役務費 保険料（講師・バス見学者） 2 役務費 保険料（講師・バス見学者） 40

31
1,400

委託料 区報特集号制作委託等 2,297 委託料 区報特集号制作委託等 2,494
見学会バス借上げ等 127

負担金補助等 分担金 192

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

192

使用料等 見学会バス借上げ等 125 使用料等

負担金補助等 分担金



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 194 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

80 100

参加者アンケート集計による

参加者アンケート集計による

①②バス見学会や講演会は、広く区民に普及啓発できる機会であるため、内容を充実させ、区民のごみ減
量や３Ｒへの意識向上を図っていく必要がある。
③食品ロス削減については、３Ｒのうち最も重要なリデュースに当たる。近年注目を受けつつあるも、削
減のための自主的な取り組みが区民及び事業者に浸透しているとはいえない。

バス見学会参加者満足度（％） 88 91

毎年実施する組成調査による（一
部地域を抽出して調査）

可燃ごみにおける厨芥ごみの混入
割合（％）

34.8 34.2 30.0 30.0 29.5

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 講演会参加者満足度（％） 78 81

90 90 100

指標に関する説明

4,091 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 休止・完了

　平成29年度予算から
・普及啓発事業
・食品ロス削減事業
　に移行

80

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

リサイクルセンター開設にあたり、
リサイクルセンターを活用した講演
会を検討し、効果的な啓発をする。

未就学児及び小学生に向けた啓発を
家庭に浸透させる。また事業者（区
内飲食店）の取組みを支援する。

平成29年度より普及啓発事業に移
行

平成29年度より普及啓発事業に移
行

平成29年度より普及啓発事業に移
行

バス見学会ではリサイクルセンター
の紹介等、広告や周知をし、清掃施
設を身近に感じさせることができ
た。

可燃ごみに混入する生ごみの減量と
なる「エコ・クッキング」の講演を
行い、わかりやすい例や、具体的な
方法を紹介した。

保育園及び幼稚園へ紙芝居を配付
し、協力店登録事業者の取り組みに
ついて区報等により周知することが
できた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

リサイクルセンター開設にあたり、
施設見学だけでなく、リサイクルセ
ンターの広告等を行い、見学以外に
も力を入れる。

行政費用合計(b) ‐ 24,699 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 24,699

‐ 0

‐

▲ 24,699

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 24,699

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 19,392

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 1,022



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 リサイクル実践活動事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 髙橋 内線 449

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

0 0 0

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　区民のリサイクル意識を高めるため、リサイクルを実践する場及び機会を設ける。

対象者
等

　区民

内容

荒川フリーマーケットの開催
(1)主催　荒川フリーマーケット実行委員会、荒川区
(2)開催場所　荒川公園、あらかわ遊園
(3)開催回数　年4回（6月、10月、11月、3月）
(4)出店舗数　各100店
(5)募集方法　区報、区ホームページによる（往復はがきで申込み後､公開抽選）

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-06 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

なし
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 3

経過

　平成3年4月　荒川フリーマーケット開始
　平成25年6月　荒川フリーマーケットにて、小型家電回収を同時開催開始
　平成28年6月　荒川フリーマーケットにて、蛍光管・廃食油の回収を同時開催開始
　平成28年6月　荒川フリーマーケットにて、フードドライブ同時開催開始

必要性

　家庭で不用となった生活用品を持ち寄り、それらを必要な人に安く譲ることによって、資源の有効活
用を図る機会を区民に提供することができる。又、区のごみの減量にも繋がる。

実施
方法

1直営

　区と、荒川区消費者団体連絡会の会員と区民で組織する「荒川フリーマーケット実行委員会」との共
催事業。区（清掃リサイクル課）に事務局を置き、運営経費は出店料で賄っている。

27年度 28年度 29年度

0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

26年度

応募総数

28年度 29年度

712 643 578

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
フリーマーケット開催回数 4 4 3 3 3 4 4

27年度

ブース延数 367 349 262 269 279 360 400
687 605 525

(3月雨天中止) (3月雨天中止) (6月雨天中止)

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

【主催・共催】　文京・江戸川・中央・葛飾・中野
【後援等支援】　品川・文京・渋谷・練馬・北・目黒・豊島・墨田・中央・葛飾・世田谷・新宿・千代
田・杉並・台東・足立
【未　実　施】　大田・江東・港　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５年６月現在）

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

600 800

25年度3月、26年度3月、27年度6月
雨天中止

　家庭で不用となったものを再利用する場として、荒川フリーマーケットを年4回実施している。毎年、フ
リーマーケットに対する問い合わせは一定数あり、出店希望者数は概ね募集数を上回っていることから、
荒川フリーマーケットは区民に親しまれる場として定着している。しかし、運営を担う実行委員の方々の
数が増えないことが課題である。

年間開催数 3 3

実行委員従事者数 32 22 25 32 35

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 5 17 不明 0

指
　
　
　
　
標 応募総数 687 605

4 4 4

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　区民のリサイクル実践活動がさらに地域に根付くよう引き続き場の提
供、支援を行う。

525

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　荒川フリーマーケットにおける
小型家電等の回収及びフードドラ
イブ実施について更なる周知を行
うことで、ごみの減量に繋げる。

　平成28年度は、フリーマーケット
本部にて小型家電・蛍光管・廃食油
の回収を行い、フードドライブを同
時開催した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　区民のリサイクル意識がさらに高
まるよう、荒川フリーマーケットの
場を、資源回収の啓発の場としても
活用する。

行政費用合計(b) ‐ 1,633 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 1,633

‐ 0

‐

▲ 1,633

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 1,633

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 1,551

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 82



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 集団回収支援事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 小井戸 内線 449

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

363,634 315,726 278,176

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　地域住民による集団回収方式の資源回収により、地域コミュニティの強化やリサイクル意識の向上、
分別の徹底、資源の持ち去りの抑制、回収コストの削減などの効果が期待できることから、町会、自治
会等のリサイクル推進団体による集団回収を支援する。

対象者
等

リサイクル推進団体　２９８団体（２９年５月末現在）
（団体の規模　１団体当り３０世帯以上）

内容

１　団体の役割
　　回収品目、回収日、回収場所、回収業者等を決め、回収した資源を資源回収業者に引き渡し、資源
　回収実績報告書を区へ提出する。
２　団体への支援：(1)資源回収量に応じた報奨金の支給　(2)軍手等の消耗品の支給　(3)空き缶圧縮機
　等の貸し出し
３　町会への支援：(1)回収支援金の支給　(2)回収用コンテナの配付　(3)持ち去り対策用物品購入補助
　金の支給
４　業者への支援：(1)古紙：市況価格が７円５０銭/㎏を下回った雑誌は５円を限度にその差額を、
　段ボールは１円/㎏を緊急的に補助　(2)逆有償となっているスチール缶・カレットびん・ペットボ
　トル・発泡スチロール製食品用トレイ・古布は、収集・運搬に相当する経費を補助

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-01-01 集団回収支援事業

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-07 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区集団回収支援事業実施要綱
荒川区町会による集団回収事業実施要綱　ほ
か

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 4

経過

平成 ９年４月　古紙回収事業緊急支援補助を開始（雑誌５円/kg、新聞・段ボール１円/kg、12年4月
　　　　　　　　新聞を除外)
平成１０年４月　報奨金見直し（６円/kg→５円/kg、11年10月から４円/kg、14年4月から６円/kg)
平成１４年４月　スチール缶・カレットびんの回収を開始
平成１５年１月　町会による集団回収（集団回収モデル事業）を開始
平成１５年４月　町会へ奨励金の支給開始（月額5,000円）
平成１６年４月　奨励金を回収支援金に変更、世帯割額を加算（月額基礎額5,000円＋世帯割額15円）
平成１８年４月　回収支援金の支給対象を拡大（集合住宅町会、月額基礎額5,000円＋世帯割額７円）
平成１９年４月　ペットボトル、白色の発泡スチロール製食品用トレイ回収を開始
平成２３年８月　古布回収調査事業を開始
平成２７年度～　集合住宅での古布回収を開始。町会での回収を順次拡大

必要性

　良質な資源の回収、ごみの減量化、コストの低減化、意識啓発と地域コミュニティの醸成のため集団
回収の拡大を図る。

実施
方法

1直営

　区はリサイクル推進団体に対し回収量に応じ報奨金を支払う。また、回収事業者である荒川区リサイ
クル事業協同組合に対し回収、処理量に応じた補助金を交付する。

27年度 28年度 29年度

338,081 296,076 278,176
346,154 350,506 338,558 365,433
325,720 328,704 328,690 335,566

26年度

実施町会数

28年度 29年度

119 119 119

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
リサイクル推進団体数（団体） 298 297 294 298 297 300 300

27年度

回収量（ｔ） 11,284 11,185 11,128 10,744 10515 10145 10741
119 119 119 119

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 ネット購入等(印本含む) 5,683 需用費 光熱水費、ネット購入等

報償費 リサイクル推進団体報奨金 88,057報償費 リサイクル推進団体報奨金 86,039 報償費 リサイクル推進団体報奨金

役務費 電話料(PHS) 24 役務費 電話料(PHS) 27

85,043

1,984 需用費 光熱水費、ネット購入、缶圧縮機修繕 7,431

委託料 回収委託(緊急対策用) 10 委託料 回収委託(緊急対策用)

役務費 電話料(PHS) 28
151 委託料 回収委託、樹木剪定 241

補助金 208,870 補助金 182,419

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

負担金補助等 補助金 246,325 負担金補助等 負担金補助等



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 17

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 293,914 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　集団回収は、全区で実施しているが、行政回収を停止する事業手法をとっているのは、目黒区、中野区
（古紙のみ）と本区だけである。

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

15 5

22年度(22％)の半減を目指す

22年度(10％)の半減を目指す

・資源は集団回収の方法により回収しているが、資源回収日や回収場所を町会（ご近所の方）を通じて全
ての
　転入者へ周知徹底することには限界があり、行政による支援が必要である。
・近年増加しているワンルームマンションやシェアハウス等、個々の回収場所の状況に合わせ清掃事務所
と連
　携し排出指導等をしていく必要がある。
・ごみ減量のため、古布回収事業の区内全域での実施に向けた働きかけを引き続き町会に対して行ってい
く。

組成調査(排出原単位調査)の資源
混入率(可燃ごみ)（％）

19 16

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 2 20 不明 0

指
　
　
　
　
標

組成調査(排出原単位調査)の資源
混入率(不燃ごみ)（％）

20 21

15 15 11

指標に関する説明

2,162 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　区のリサイクル支援事業の中核的業務であり、さらなる推進を目指
す。

15

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

清掃事務所と連携し近年増加傾向に
あるシェアハウス等、個々の状況に
応じた排出指導、啓発を継続する。

区内全域での古布回収実施に向け
て、町会への説明等の働きかけを
行っていく。

さらなるリサイクル促進のため雑
紙の分別回収の周知を集中的に
行っていく。

近年増加しているシェアハウスや
ワンルームマンションに対し、清
掃事務所、管理会社等と連携し排
出指導、啓発を継続する。

古布回収を未実施の団体に対し、
引き続き回収に向けた説明を行う
とともに、区民の認知度向上のた
めのＰＲをしていく。

持ち去りの情報が寄せられた場合
は、排出時間の指導やチラシの配布
を行っている。

建物完成時に管理会社に対し入居者
への周知を徹底するよう依頼してい
る。また、英語、中国語、韓国語の
チラシを作成し指導している。

区内全町会に対し古布回収実施に向
けた説明を行い、９割以上の町会で
回収が開始された。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

資源持ち去りについて、町会、警
察、関係団体等と連携して対応して
いく。

行政費用合計(b) ‐ 328,221 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 328,204

‐ 0

‐

▲ 328,204

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 328,204

減価償却費 ‐ 607 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 29,959

‐

27年度 28年度

17

‐

備
考
物件費の内訳 需用費 (光熱水費107,295円、消耗品1,877,021円)　役務費(電話料27,471円)
             委託料 (フォロー回収16,200円、ネット廃棄運搬処分90,720円、樹木剪定・害虫委託43,660
円)

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 1,579



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 普及啓発事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 笛田・関 内線 449

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

228 229 3,699

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　３Ｒに関する取組みを推進し、ごみの減量化を図るため３Ｒ(リデュース、リユース、リサイクル)
を実践する事業や環境意識を高める事業を開催することで、区民や排出事業者の３Ｒ活動をアシストし
３Ｒの輪を広げていく。

対象者
等

区民、排出事業者

内容

①家具のリサイクル
　家庭から出される粗大ごみの中からまだ使用できる家具を保管し、尾竹橋施設（旧尾竹橋作業所）に
　おいて、希望する区民に抽選で家具を提供。平成29年度はあらかわリサイクルセンターで実施予定。
②広報紙の作成
　あらかわ区報「環境・清掃特集号」を年3回発行する。区民や排出事業者へ向けごみの減量やリサイク
ル
　の推進、ＲＣセンター事業などの情報を発信し循環型社会の構築に向けた理解を深める一助とする。
③環境学習
　(1)夏休み！親子バス施設見学会を開催し、施設の見学を通してごみ減量やリサイクルについて
　　 親子で楽しみながら考えるきっかけを作る。
  (2)ごみ減量講演会を開催し、ごみ減量やリサイクルへの意識を高め、取組むのきっかけを作る。
　(3)区内の小学4年生向けに作成する普及啓発冊子を授業時に活用し、ごみ減量や3R等の理解を深め

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-07-01 普及啓発事業費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-08 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

なし
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 21

経過

　平成22年～　新たに事務事業分析シート作成。21年度実績は尾竹橋施設管理運営費（29-01-03-01）に
一括して計上。
家具のリサイクル…平成9年11月事業開始   家具の保管状況により年１回～３回開催
リサイクル工房…平成10年9月事業開始　平成29年3月事業終了
リサイクルひろば…事業としての経費無し 情報提供し掲載品の受け渡し等、出品者と希望者とで直接行
う

平成29年度から家具のリサイクル・リサイクルひろば、はリサイクル推進費、普及啓発事業費から
　　　　　普及啓発費、普及啓発事業費に移行
平成29年度から広報普及事業の一部が普及啓発事業に移行

必要性

　ごみ減量に有効な取組みである3R（リデュース・リユース・リサイクル）を進める上で、環境意識の
醸成や具体的な取組みが必要である。そのため、家具のリサイクルや広報紙、環境学習を行い、区民や
排出事業者の協力を求める事業を実施する。

実施
方法

1直営

①家具のリサイクル：抽選により希望者に提供②広報誌：新聞折り込み、配付委託

27年度 28年度 29年度

59 54 3,699
486 266 213 220
128 136 72 95

26年度

環境学習（バス見学会）参加人数

28年度 29年度

41 30 42

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
家具のリサイクル開催回数 3 3 1 1 1 1 3

27年度

広報紙（区報特集号）年間発行部数 332,000 332,000 332,000 316,000 303,000 288,000 284,000
42 36 40 40

環境学習（講演会）参加人数 15 46 73 33 16 19 30

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

役務費 ボランティア保険 2 役務費 ボランティア保険
報償費 ごみ減量講演会講師謝礼 49需用費 講師打合せ食糧費・消耗品 19 需用費 講師打合せ食糧費・消耗品

委託料 家具補修委託費 38 委託料 家具補修委託費 38

14
2 需用費 児童普及啓発冊子・消耗品 696
役務費 行事保険料 3
委託料 区報特集号作成委託 2,805

バス借上げ 146

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

使用料等



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 2 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

4 3

粗大ごみの廃出状況、保管場所の
許容量による。

平成30年度から4回→3回発行へ

①家具のリサイクルは、粗大ごみの廃出状況によるため、展示品が集まらない場合もある。
②広報紙について、区報特集号に一貫性がなく、それぞれの記事に関連性がないため印象に残りづらい。
③環境学習について、バス見学会では見学施設に関連性がなく、環境意識の啓発に対して効果的なのか疑
問。

家具のリサイクル開催回数 1 1

バス見学会の定員は40人バス見学会の参加者人数 42 42 36 40 40

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 区報特集号の年間発行回数 4 4

1 3 3

指標に関する説明

52 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 改善・見直し

　区報特集号の発行回数を４回/年→３回/年に変更

4

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

区報特集号では、イラスト等を多用
し、手に取りたくなるような紙面作
成を意識する。

リサイクルセンター開設にあたり、
施設見学だけでなく、リサイクルセ
ンターの広告等を行い、見学以外に
も力を入れる。

来場者からは毎回好評であるた
め、区報環境清掃特集号やＨＰ等
での周知方法をさらに工夫する。

区報特集号の各号ごとにテーマを
決め、伝えたい内容がはっきりと
した区報を作成する。

リサイクルセンターを利用した見
学会を行う。見学施設には関連が
ある施設を選択し、リサイクルの
流れが学べるよう工夫する。

出展家具に偏りが見られない様、粗
大ごみを回収する荒川清掃事務所に
特に依頼した。

表紙にはイラストや大きな文字を使
用し、目を引く広報紙作成に努め
た。また、本文中にもイラストも多
く使うようにした。

バス見学会ではリサイクルセンター
の紹介等、広告や周知をし、清掃施
設を身近に感じさせることができ
た。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

できるだけ程度が良く、多種類な品
目が展示できるよう、関係部署と連
絡を密にし、また開催方法を検討す
る。

行政費用合計(b) ‐ 4,899 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 4,899

‐ 0

‐

▲ 4,899

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 4,899

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 4,603

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 243



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
■法令基準内 ○都基準内 □区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 資源回収事業（清掃リサイクル課）
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 結城 内線 449

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

16,544 13,954 12,569

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　びん･缶･古紙・ペットボトル・白色トレイの資源回収を実施することにより、ごみの減量化を図る。

対象者
等

　区民・集団回収できない集合住宅等・事業者（東京ルール）

内容

１　回収方法
 (1)行政回収・・・・集積所に排出されたびん･缶･古紙・ペットボトル・白色トレイの資源を委託
　　　　　　　　　　により、週１回の回収を行い、古紙は古紙問屋へ、その他の資源は中間処理
　　　　　　　　　　施設へ搬入する。（集団回収を実施している町会地域を除く）

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-02-01 資源回収事業費（清掃リサイクル課）

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-09 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
容器包装リサイクル法　ほか終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 6

経過

平成 6年度　5箇所の商店街で、トレイ回収事業開始
平成 9年度　ペットボトル店頭回収（東京ルールⅢ）開始
平成11年度　東京都資源回収モデル実施事業（東京ルールⅠ）区内全域に拡大
平成12年度　東京都から区に清掃事業移管。11月汐入地区の一部で「ペットボトル回収モデル事業」開
始
平成19年度　ペットボトル回収モデル事業、委託回収から集団回収へ回収方法の移行を開始
平成20年度　ペットボトル回収事業（集合住宅）、集団回収を行っていない集合住宅等の行政回収開始
　　　　　　白色トレイを資源として集団回収開始、ペットボトルを指定法人ルートで再商品化
平成24年度　商店街トレイ回収事業廃止
平成26年度　ペットボトル店頭回収廃止
平成28年度　10月リサイクルセンターで中間処理業務開始
平成29年度　古布回収事業開始

必要性

　集団回収を実施できない集合住宅等の資源を収集し、ごみの減量化を図り、再生資源として流通させ
るために必要な事業である。

実施
方法

3委託

　資源（びん・缶・古紙・ペットボトル・白色トレイ）回収業務

27年度 28年度 29年度

15,652 13,622 12,569
19,083 18,204 18,462 18,961
18,677 16,984 17,637 18,019

26年度

商店街トレイ（㎏）

28年度 29年度

1,120 0 0

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
資源回収量(t)(清掃リサイクル課分) 167 163 176 164 156 131 140

27年度

資源化・再商品化（ｔ） 196 180 188 174 126 63 -
0 0 0 -

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

委託料 回収委託、資源化委託 15,631 委託料 回収委託、資源化委託

委託料 回収委託 12,569役務費 小型家電運搬契約 21 役務費 小型家電運搬契約 24
13,599

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

歳入（諸収入） リサイクル資源売払代金 20,860



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 17,249

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

　ペットボトルについては23区で回収しているがその後の引渡しについては、法が規定する指定法人に委
託する区、民間業者に委託する区がある。

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

135 69

行政回収による資源回収量

集団回収できない集合住宅、事業
系資源

　一部行政回収の地域（町会）について集団回収への移行を進めているが、いまだ同意が得れないため引
き続き調整が必要である。
　資源の正しい分別方法の徹底等について、更なる周知、啓発をしていく。

資源回収量（ｔ） 164 156

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 資源化・再商品化（ｔ） 174 126

174 174 108

指標に関する説明

13,622 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　集団回収支援事業と一体的な実施等により資源化を推進させていく。

135

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　適正な資源排出方法について引き
続き周知を行っていく。

29年度から古布回収を実施し、周
知に努める。

資源の適正な排出場所や方法住民
により浸透させる。

対象町会やＵＲ側の代表者と話し合
いを行い、課題や問題点の明確化に
努めた。

常に住民からの要望に対応できる態
勢の整備に努めた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

対象町会、集合住宅と集団回収実施
に向けた協議を続けていく。

行政費用合計(b) ‐ 15,663 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ 1,586

‐ 0

‐

1,586

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ 1,586

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 17,249

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 1,939

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 102



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 尾竹橋施設管理運営事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 結城 内線 449

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

1,285 1,441 1,559

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　尾竹橋清掃作業所廃止後の既存施設の管理運営を行う。
　家具のリサイクル事業（家具の保管、修理、展示等）、ごみ組成調査（回収サンプルごみの内容詳細
調査）の実施、リサイクル関連事業用具類の保管施設として活用する。

対象者
等

　区民

内容

1　施設概要
   尾竹橋施設　荒川区町屋7-16-21　　敷地面積:3,235.85㎡
   (1) 事務室棟　鉄骨2階建　延床面積:220.51㎡　竣工:平成7年12月5日
   (2) その他　　駐車場　計量器　ホッパー棟
　　　（平成32年3月まで用途指定あり。また、河川占用許可は、平成25年度から34年度まで。）
2　施設の有効活用として以下の事業等を行う
　 (1)３Ｒ普及啓発事業として、家具のリサイクルの開催及び展示する家具の保管
 　(2)町会及び推進団体等に貸与するペットボトル及びトレイ回収用ネット、缶及びびん回収用折りた
たみコンテナの保管
　 (3)回収した小型家電等の保管(平成28年9月末で終了)
　 (4)組成調査及び排出源調査の検査場所

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-03-01 尾竹橋施設管理運営費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-10 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

なし
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 21

経過

平成21年3月 　尾竹橋清掃作業所廃止
平成21年4月 　所管を荒川清掃事務所から清掃リサイクル課へ変更。名称を尾竹橋施設に変更
平成22年～　　本事務事業分析シート「尾竹橋施設管理運営事業」の予算は、建物の維持管理
　　　　　　　経費のみ。
　　　　　　　新たな事務事業分析シート「普及啓発事業費(29-01-01-04）」に事業実施に
　　　　　　　かかる経費を計上する。（平成21年度実績分から）

必要性

　ごみの減量に向けた普及啓発・リユース・リサイクルの実践を行う場所として必要である。

実施
方法

3委託

　委託内容
　　施設警備、樹木剪定・害虫駆除、施設劣化度調査

27年度 28年度 29年度

737 771 1,559
1,019 1,393 1,295 1,275
733 762 717 1,002

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
家具のリサイクル（回） 3 3 1 1 1 1 1

27年度

家具の提供済数（個） 85 103 28 43 37 43 40

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

役務費 電話料 37 役務費 電話料
需用費 光熱水費・消耗品・家屋等修繕 690需用費 光熱水費・消耗品 190 需用費 光熱水費・消耗品・家屋等修繕

委託料 機械警備、樹木剪定 510 委託料 機械警備、樹木剪定、劣化度調査 594

143
34 役務費 電話料 38
委託料 機械警備、樹木剪定、法定点検 831

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

経費（円）／敷地面積(㎡)
（予算額）

１．清掃事業の用途指定があるため、有効活用には限界がある。
２．常時無人施設であるため、セキュリティ対策として機械警備を行っているところであるが、セキュリ
ティ以外の点においては、管理が難しい。
３．事務室棟は築２０年が経過し、多少劣化が見られる。

管理経費（単価） 395 398

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 0 22 不明 0

指
　
　
　
　
標

423 423 400

指標に関する説明

771 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

平成２６年度予算特別委員会　「有効活用の検討」

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　現状の体制で実施していく。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　施設を訪問したときは、用件だけ
を済ませるのではなく、施設内全体
を見回るようにする。

　劣化が見られる事務室棟の維持管
理の対応を検討する。

　清掃事業の用途指定がある中、
新たな活用方法を考える。

　回収品目の保管場所としての役
割を終えたため、施設訪問回数が
減少している。定期的な見回りが
必要である。

　平成28年度の建築物・建築設備
劣化度調査の結果を受けて、事務
室棟の今後の維持管理について検
討する。

　リサイクルセンター完成に伴い、
小型家電等は、センターへ直送する
こととしたため、回収品目の保管場
所としての役割は終了した。

　施設内全体の見回りについては、
敷地面積が広く、時間的余裕がない
こともあり、あまり実施できていな
い。

平成28年度に初めて、建築物・建築
設備劣化度調査を実施した。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　清掃事業の用途指定がある中、リ
サイクルセンター完成まで拡大した
回収品目の保管場所として活用す
る。

行政費用合計(b) ‐ 4,906 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 4,906

‐ 0

‐

▲ 4,906

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 4,906

減価償却費 ‐ 2,910 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 1,164

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
物件費の内訳　需用費（光熱水費142,901円、消耗品0円)　役務費（電話料34,206円）
　　　　　　　委託料(警備委託226,800円、樹木剪定・害虫委託291,837円、施設劣化度調査75,600円)

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 61



No1
● ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 生ごみ処理機等購入助成事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 髙橋 内線 449

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

440 400 400

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　家庭で使用する生ごみ処理機（乾燥加熱、微生物などを利用した分解及び手動によるかくはんなどの
方法により生ごみを減量及び堆肥化させる構造の処理機器（ディスポーザーを除く））の購入費の一部
を助成することにより、家庭から排出されるごみを減量・減容することを目的とする。

対象者
等

　区民

内容

[助成内容]　　生ごみ処理機等購入助成金　購入費用の１/２　限度額　２０，０００円
[申請要件]
 (1) 荒川区に住所を有し申請日までに住民税及び国民健康保険料を完納していること  (2) 購入した生
ごみ処理機を適切に維持管理できること  (3) 同一世帯に、過去5年以内に助成を受けていないこと
(4) ディスポーザー式でないこと  (5) 後日、使用状況調査に協力すること
[助成方法]
 (1) 助成を受けようとする者は事前に申請書により区に申請を行う  (2) 申請内容の審査を行い、申請
者に対し交付、不交付を決定する  (3) 申請者は交付決定後、自己負担で生ごみ処理機等を購入する
(4) 申請者は購入後、領収書及び製品保証書の写し等を添付した購入報告書を区に提出する  (5) 購入
報告書の提出がされた場合、交付額を確定し、申請者に通知する  (6) 申請者は通知に基づき区に助成
額を請求する  (7) 区は請求に基づき、口座振込により申請者に助成金を支給する

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-04-01 生ごみ処理機等購入助成事業費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-11 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区生ごみ処理機等購入費助成金交付要綱
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 22

経過

　平成12年11月から生ごみ処理機のあっ旋を開始したが、平成13年9月に廃止した（あっ旋件数21件）。
住民から助成制度を要望する多数の声が寄せられ、下記のとおり助成制度を開始した。
　平成22年 7月29日　荒川区生ごみ処理機等購入費助成金交付要綱制定
　平成22年 8月 2日　本事業施行
  平成23年11月　郵送申請の受付開始

必要性

　区民が購入する生ごみ処理機の購入額の一部を助成することにより、家庭から出されるごみに占める
割合が多い生ごみの減量化が図れる。

実施
方法

1直営

　窓口・郵送にて事前に申請を受け、対象者・対象品を確認し助成できることを伝えた後、購入後助成
金を口座振込する。使用後のアンケート調査を行う。

27年度 28年度 29年度

83 332 400
1,000 600 600 500
301 225 311 274

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
助成件数 17 13 17 15 8 19 20

27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

負担金補助等 生ごみ処理機等購入費助成金 400負担金補助等 生ごみ処理機等購入費助成金 83 負担金補助等 生ごみ処理機等購入費助成金 332

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 332 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

【未実施】中央・新宿・目黒・大田・世田谷・北･江戸川・板橋
【斡旋のみ】文京・墨田・江東・渋谷・中野

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

生ごみ処理機等購入費助成金件数
／年

　年間を通してホームページに申請受付の案内をし、環境特集号やイベント等で事業のＰＲをしている。
今後区の他施設にも申請受付の案内を置く。アンケートでは好評を得ているが申請数は横ばいであり、効
果的なＰＲ活動を検討する必要がある。アンケートの有効活用を検討する。

助成件数 15 8

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 14 8 不明 0

指
　
　
　
　
標

19 20 22

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

平成26年10月（決特）　本事業の助成実績について

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

推進 推進

　ごみ減量化のためには、生ごみ対策を重点的に行うことが効果的であ
る。

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　助成制度案内チラシにアンケート
結果を掲載するなど様々な機会を捉
えてＰＲする。

　町会の集まり等を引き続き活用
するほか、区の事業の際にチラシ
配布を行うなど広くＰＲする。

　ホームページのみならずチラ
シ・ポスターなどにもアンケート
結果を掲載しＰＲする。

　古布回収説明会等町会の集まりを
活用し広く周知した。

　ホームページにてアンケート結果
を掲載し活用を検討されている方の
参考となるよう努めた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　昨年に引き続き、町会の古布回収
説明会など、様々な機会を捉えてＰ
Ｒする。

行政費用合計(b) ‐ 1,965 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 1,965

‐ 0

‐

▲ 1,965

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 1,965

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 1,551

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 82



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
■法令基準内 ○都基準内 □区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 新リサイクルセンター整備事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 本木・萩原 内線 470

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

346,241 580,767

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　資源のリサイクル事業を更に積極的に行うため、また、清掃工場のない区としてごみ減量をより一層
推進するため、区としてリサイクルセンターを設置し、資源の中間処理体制を整備する。施設内に見学
ルート及び研修室を設置し、循環型社会の構築に向けたごみ減量・リサイクルなどの環境学習を実施す
ることにより区民の環境意識の向上を図る。

対象者
等

区民

内容

○「Ｒの充実を推進する拠点」として、区民・事業者・区が一体となった、持続可能な循環型社会の構
  築を目指す。（Ｒとは、リデュース・リユース・リサイクル・リペアなど）
○整備地：荒川区南千住３丁目２８番６９号（東京ガス千住アパート敷地内の明治通り側の一部）
○整備地面積：１，９９９．３６㎡　（借用期間は４０年間）
○建物計画　：鉄骨造地上2階　建築面積　１，０８２．３２　（延床面積　１，５７７．８０㎡）
○用途地域 　 ： 工業地域
○資源の中間処理（既存の４品目：びん、缶、ペットボトル、白色トレイ）
○新規導入品目（蛍光管、廃食油、中型の家電製品）
○普及啓発事業（施設見学、体験・体感学習、展示等）
○壁面緑化・屋上及び窓ガラス設置型の太陽光発電パネル・ＬＥＤ照明などの環境配慮設備

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

--

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-12 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

廃棄物処理法第６条の２第１項
容器包装リサイクル法第６条第１項終期設定 年度

開始年度 昭和 平成 17

経過

平成18年度　（仮称）エコセンターの設置及びリサイクルセンターの活用に関する構想策定懇談会開催
平成19年度　整備候補地についての検討
平成20～21年度　周辺住民への説明会実施、庁内外関係機関との協議・調整
平成22年度　地元から設置の可能性について要請のあった場所（白鬚橋公園用地）の検討、敷地調査
　　　　　　等、庁内外関係機関との協議・調整
平成24年度　整備予定地に関する調整
平成25年度　敷地測量、地盤調査、基本設計・生活環境影響調査
平成26年度　土地所有者（東京ガス）との確認書締結、実施設計、既存建物の除却（東ガス）、土地
　　　　　　賃貸借契約締結
平成27年度　工事着工
平成28年度　竣工・開設

必要性

○長期的に持続可能な安定した資源の中間処理体制の確保
○ごみの減量、リサイクル推進のため区民の環境意識を向上させる必要がある。

実施
方法

3委託

27年度 28年度 29年度

327,381 575,541
150 128 20,552 33,961
6 23 14,365 16,005

26年度

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 食糧費、消耗品費、印刷製本費 69 需用費 消耗品費、印刷製本費

旅費 施設見学、職員検査旅費 20 旅費 職員検査旅費

委託料 工事監理委託 2,200 委託料 工事監理委託 5,241

58
56

使用料等 不動産賃借料 26,260 工事請負費 リサイクルセンター工事及び案内板製作 568,807

電柱移設費 1,380
負担金補助等 技術管理者講習会負担金 102

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

工事請負費 リサイクルセンター工事 298,731 補償補填及び賠償金



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 1,380 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 70,528 ‐ 金融収支差額(d) ‐ ▲ 143 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

【資源中間処理施設設置区】港・江東・品川・世田谷・板橋（平成28年8月1日現在）

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

○施設建設工事にあたり、周辺一帯に迷惑をかけないような円滑な工事を行っていく必要がある。
○平成28年度の開設に向けて、運営方法や普及啓発事業（施設見学、体験・体感学習、展示等）の詳細な
具体案を検討し、効率的な事業運営に努める必要がある。

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 5 17 不明 0

指
　
　
　
　
標

指標に関する説明

113 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

○Ｈ23決特　リサイクルセンターの進捗状況と、新候補地（東ガス千住アパート敷地）での課題の有無を
問う
○Ｈ25予特　施設の中身（啓発事業等）についての検討をよく行い、できるだけ早期に開設せよ

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

休止・完了 休止・完了

・平成28年10月竣工・開設し、整備完了した

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　引き続き、近隣住民からの意見要
望等があれば、可能な範囲で工事に
反映させる。

　運営方法や普及啓発事業を詳細に
詰め、効率の良い運営に努める。

　平成28年度10月に開設をしたた
め、事業は終了となる。

　工期内の平成28年9月に竣工し、
円滑で安全な建設工事を努めること
ができた。

　特段、近隣住民からの意見要望等
はなかった。

　運営方法等についての変更点は
あったが、開設に向け、普及啓発事
業等を詳細に詰めることができた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　平成28年9月竣工になるが、工期
終了まで、受託事業者や関係機関と
連携し、円滑で安全な建設工事に努
める。

行政費用合計(b) ‐ 76,920 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 77,063

‐ 0

‐

▲ 77,063

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 76,920

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 4,654

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考
物件費の内訳　旅費(57,698円)、消耗品(55,800円)

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 245



No1
○ ● ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名
あらかわリサイクルセンター管理運
営費

部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 本木・萩原 内線 470

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度） 01-05-01 あらかわリサイクルセンター管理運営費

‐ 72,061 117,527

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

リサイクルセンターを「Ｒの充実を推進する拠点」として、区民・事業者・区が一体となった、持続可
能な循環型社会の構築を目指す。（Ｒとは、リデュース・リユース・リサイクル・リペアなど）

対象者
等

区民

内容

＜資源化・リサイクル事業＞
○資源の中間処理（びん、缶、ペットボトル、白色トレイ）
○蛍光管、小型・中型家電、廃食油のストックヤード
＜普及啓発事業＞
○資源化処理工程の見学（小学校の社会科見学、町会、リサイクル推進団体等受入）
○パネルや展示品による啓発
○工房・教室
　・廃蛍光管の再生ガラスを使用した、とんぼ玉作り、ペーパーウエイト
　・アルミ缶の折り鶴、スーパーソルのミニ植木鉢、廃食油を使ったキャンドル作り
　・分別ゲーム・リサイクルクイズ
〇隣りの公園を活用したイベント等（年に数回）

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

--

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-02-13 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 28

経過

平成28年度10月　　開設
　　　　　10月　　施設見学会受け入れ開始（区内の小学校、町会等）
　　　　　　　　　蛍光管、小型・中型家電、廃食油の回収に伴い、ストックヤードとして活用
　　　　　11月　　リサイクル資源を活用した工房・教室開始
平成29年度 4月    リサイクルセンターとゆいの森の2施設を周る区内全小学校（24校）の施設見学会開
始

※小型家電リサイクル推進事業は、平成２９年度よりあらかわリサイクルセンター管理運営費に統合

必要性

　循環型社会の構築を目指すため、Ｒの充実を推進する拠点としてのリサイクルセンターの役割は重要
であり必要性は高い

実施
方法

2一部委託

〇１階の工場については委託
〇２階の普及啓発事業及び建物の管理は直営

27年度 28年度 29年度

‐ 63,853 117,527-

26年度

施設見学実施小学校数

28年度 29年度実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
工房・教室回数 58 130

27年度

団体客来場者数（工房参加者団体者数含む） 1195 2800
6 24

拠点資源回収量（ｔ） 4 8

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

需用費 光熱水費、食糧費、一般需用費

報償費 講師謝礼 2,693報償費 講師謝礼

役務費 電話料、その他の通信運搬費、手数料 70

360
8,047 需用費 光熱水費、食糧費、一般需用費 11,866

委託料 その他の委託料
役務費 電話料、その他の通信運搬費、手数料 455

37,445 委託料 その他の委託料 84,572
不動産賃借料、その他の使用量及び賃借料 13,870

負担金補助等 その他の負担金及び交付金 102

不動産賃借料、その他の使用量及び賃借料 17,839

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）

3,961 負担金補助等 その他の負担金及び交付金 102

使用料等

備品購入費 備品購入費

使用料等



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 463

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 462 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

【資源中間処理施設設置区】港・江東・品川・世田谷・板橋（平成28年8月1日現在）

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

2800 2800

開設後のＨ28年度11月～3月の5か
月間

開設後のＨ28年度11月～3月の5か
月間

　リサイクル等のＲについての区民の意識向上を図るためには、多くの区民に来場してもらうことが重要
であり、工房・教室等の事業内容に工夫を凝らす必要がある。
　隣りの公園などを利用し、年に数回通常の工房・教室とは違ったリサイクルセンター主催のイベントを
行い、来場者の増加や施設自体の周知を図る必要がある。
　地域内でＲの意識向上の発信を行っていくリーダーの養成のため、３Ｒ推進リーダー養成講座などを
行っていく必要がある。
　蛍光管等の資源回収品目の周知や回収場所の増設を図り、資源回収量の増加を図る必要がある。

工房・教室回数

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 5 17 不明 0

指
　
　
　
　
標 団体客来場者数

58 130 130

指標に関する説明

63,065 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 327 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　循環型社会の構築を目指すため、「Ｒの充実を推進する拠点」として
のリサイクルセンターの役割は重要
　・平成28年10月から管理運営開始

1195

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　リサイクルセンター開設に当た
り、地域でＲの意識向上の発信を行
うリーダーを養成し、Ｒの意識向上
を図る。

　開設と同時に蛍光管等の新たな回
収品目の拠点回収を実施する。

　見学会内容の更新など、普及啓
発内容の充実を行い、Ｒ意識向上
を図る。隣公園を利用したイベン
トを行い、施設の周知を図る。

　３Ｒ推進リーダー養成講座を行
い、Ｒの意識向上の発信者を養成
していく。

　拠点回収場所の増設を行い、回
収量の増加を図る。

　施設見学会や工房等を実施し、Ｒ
の意識向上を図ることができた。ま
た、開設に伴い、区報等で区民への
周知を図ることができた。

　開設から工房・教室を半年間実施
し、客層もある程度把握できたた
め、今後は、３Ｒ推進リーダーの養
成講座等を実施していく。

　区内施設に回収ボックスを新たに
設置し、蛍光管等の新たな品目の回
収を行った。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　Ｈ28年度から見学会や工房等の普
及啓発事業が始まるため、事前準備
をし、効果的な事業運営を行う。区
民へ周知を行い浸透を図る。

行政費用合計(b) ‐ 71,203 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 70,740

‐ 0

‐

▲ 70,740

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 70,740

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 31

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 6,981

‐

27年度 28年度

432

‐

備
考
物件費内訳　光熱水費(3,080,338円)、消耗品(4,639,186円)、電話料(70,430円)、委託料(37,444,723
円)、
　　　　　　使用料(13,869,660円)

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 368



No1
●

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
●

有●無
法令基準内 都基準内 ●区独自基準 計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ●常勤 非常勤 臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 食品ロス削減事業
部課名 環境清掃部清掃リサイクル課 課長名 木下
担当者名 加藤、角田 内線 470

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

‐ ‐ 1,336

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　区民及び事業者が食品ロスの現状を認識し、各々の自主的な行動を通して生ごみを始めとする一般廃
棄物の排出抑制につなげ、一般廃棄物の減量、延いては最終処分場の延命に資することを目的とする。

対象者
等

区民、事業者

内容

１　事業者向け事業
（１）あら！もったいない協力店の募集
２　区民向け事業
（１）大人向けリーフレットの作成
（２）フードドライブ、日常備蓄の啓発などイベントでの啓発
（３）もったいないレシピの募集・周知
（４）３０１０運動の普及
３　子ども向け事業
（１）小学校の低学年・高学年別ワークブックの作成
（２）保育園・幼稚園向け紙芝居の配付
（３）もったいない鬼ごっこの普及

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-07-02 食品ロス削減事業費

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 ● 事務事業コード 07-02-14 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 26

経過

食品ロス削減事業については、06-02-04広報普及費より平成29年度に移行した

平成26年度から「もったいない事業」を開始。小学生向けリーフレット（4ページ）を2,000部作成
平成27年度　フードドライブを始める。大人向けリーフレット（4ページ）を2,000部作成
平成28年度から「荒川もったいない大作戦」として事業を充実
平成28年7月　「あら！もったいない協力店」募集開始。保育園・幼稚園へ紙芝居を配付
平成28年10月　「全国おいしい食べきりネットワーク協議会」（事務局：福井県）に参加
平成29年3月　小学校の低学年、高学年向けにワークブックを各7,000部作成

必要性

　荒川区一般廃棄物処理基本計画に掲げる、33年度までにごみと資源の総排出量を区民1人1日当たり
125gの減量(27年度比)の目標を達成するため、可燃ごみの52.4％を占める厨芥類(26年度排出原単位等実
態調査)の対策として、食品ロス削減事業に取り組む必要がある。

実施
方法

1直営

27年度 28年度 29年度

‐ ‐ 1,336

26年度

フードドライブ食品回収数

28年度 29年度

― ― ―

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
あら！もったいない協力店登録店舗数 ― ― ― ― ― 63

27年度

イベント出展回数 ― ― ― 6 7 12
― 40 181

可燃ごみへの厨芥ごみの混入割合（％） 32.8 34.7 30.1 34.8 34.2 30.0

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

報償費 託児謝礼 37
需用費 消耗品費、印刷製本費 796
役務費 郵便料、保険料、講師派遣 115
委託料 のぼり制作 388

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

フードドライブ実施区：文京、墨田、目黒、世田谷、足立、葛飾、江戸川。協力店実施区：港、品川、江
戸川。全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会参加区：港、新宿、文京、墨田、品川、世田谷、杉
並、豊島、北、板橋、足立、葛飾、江戸川（東京都）

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

13 20

店

回

　食品由来の廃棄物のうち可食部分と考えられる（食品ロス）量は、632万トン（農林水産省及び環境省・
平成25年度推計値）と推計され、食品ロス削減が喫緊の課題となっている。
　本事業は啓発事業であり、実施が即効果につながるとは限らない。解決のためには、様々なアプローチ
方法を工夫し根気強く訴え続ける必要がある。

あら！もったいない協力店登録数

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 14 0 不明 8

指
　
　
　
　
標 イベント等への出展

63 120 300

指標に関する説明

0 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

平成26年6月会議　瀬野区議「食品ロス削減を区民参画で実施すべき。フードバンクとの連携について」
平成28年6月会議　食品ロス削減に向けた取り組みを進めるよう求める意見書を国へ提出
平成28年9月会議　松田区議「フードドライブの拡大について」

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

重点的に推進 重点的に推進

　食品ロスについては、日本のみならず世界中で関心が高くその対策は
喫緊の課題となってる。生ごみを始めとする一般廃棄物の削減により、
温室効果ガス削減等環境負荷の低減が見込まれるため、より一層取り組
みを強化する必要がある。

12

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

事業者（区内飲食店）の取り組みを
応援する。

保育園・幼稚園及び小学校へ実施
するアンケートに基づき、子ども
達を対象とする食べきりの啓発を
図る。

事業者と消費者両者への更なる意
識改革を促すため、あら！もった
いない協力店の対象を拡大する。

保育園・幼稚園へ紙芝居を配付し活
用したが、小学生用ワークブックは
制作が遅れたため、配付時期を次年
度当初とし、活用してもらう。

あら！もったいない協力店登録店舗
の取組事例等を区報及び区ホーム
ページ等に掲載し、事業者の取り組
みを周知することができた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

保育園児・幼稚園児及び小学生に向
けて啓発し、家庭に持ち帰ってもら
う。

行政費用合計(b) ‐ 0 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ 0

‐ 0

‐

0

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ 0

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 0

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 0



No1
○ ○ ○ ○

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（ ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

（単位：千円）

予算・決算の内訳

事務事業名 資源回収事業(荒川清掃事務所)
部課名 環境清掃部荒川清掃事務所 課長名 伊藤
担当者名 冨士田 内線 471

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（29年度）

6,095 6,217 6,245

事務事業の種類 新規事業 29年度 28年度

目的

　びん・缶・古紙等の事業系資源回収を実施することにより、事業者のごみ分別の徹底と資源の再利
用、再資源化を促進する。

対象者
等

　事業者

内容

　登録済みの事業所の前に排出されたびん･缶･古紙･ペットボトルを、委託により、有料（ごみ処理券貼
付による）で、回収する。
 
１　排出者は、資源回収日(週１回)に｢びん･缶･ペットボトル｣を排出し、｢古紙(新聞･雑誌･段ボール)｣
は
  紐等で簡易梱包し排出する。
２　事業系資源回収 (２９４ 事業所 ) ※平成２９年４月現在登録事業所数
３　収集は、軽小型貨物車１台で実施。

地球環境を守るまちの実現

23年度 24年度 25年度

年度 根拠
法令等

政策 07

01-02-02 資源回収事業費（荒川清掃事務所）

事務事業分析シート（平成29年度）

主要事業 事務事業コード 07-03-13 戦略プラン 協働 業務 財務 人事

施策 02 資源循環型社会の形成

実施基準 計画区分

行政評価
事業体系

分野 Ⅳ 環境先進都市

荒川区廃棄物の処理及び再利用に関する条例
終期設定 年度
開始年度 昭和 平成 12

経過

　平成１２年度  東京都から区の事業に移管
　平成１９年度  町会等でとりまとめた資源の集団回収業務委託は清掃リサイクル課に所管替え
　平成２１年度  雇上契約（２３区清掃協議会で契約）から東京都環境衛生事業協同組合荒川区支部と
の
　　　　　　　　区契約(荒川区で契約）に変更
  平成２７年度　祝日回収廃止

必要性

　資源の回収を進め、ごみ量削減のために必要な事業である。

実施
方法

3委託

　資源物運搬契約(東京都環境衛生事業協同組合荒川区支部)　6,042,015円　※平成２８年度実績

27年度 28年度 29年度

6,088 6,091 6,245
7,217 6,209 6,267 6,447
7,497 6,211 6,257 6,378

26年度

段ボール回収量（ｔ）

28年度 29年度

38 37 35

実
績
の
推
移

事項名（29年度は見込み） 23年度 24年度 25年度 26年度
新聞回収量（ｔ） 31 30 30 25 17 11 15

27年度

雑誌回収量（ｔ） 32 30 27 27 23 24 25
32 35 37 36

びん・缶回収量（ｔ） 98 93 98 95 94 92 94

平成27年度（決算） 平成28年度（決算） 平成29年度（予算）
節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円） 節 主な事項 金額（千円）

役務費 資源物運搬 6,040 役務費 資源物運搬
需用費 伝票作成 54需用費 伝票作成 49 需用費 伝票作成 49

6,042 役務費 資源物運搬 6,191

予算・決算額等の推移
予算額
決算額（29年度は見込み）



No2
（単位：千円）

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（ 区 未実施 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（

要
旨
）

‐

‐

不納欠損・貸倒引当金繰入額 ‐ 0 ‐ 行政収入合計(a) ‐ 0

‐
物件費 ‐

行
政
コ
ス
ト
計
算
書

扶助費 0 ‐ 分担金及び負担金 ‐ 0 ‐
補助費等 ‐ 0 ‐ 使用料及び手数料 ‐

‐
その他行政費用 ‐ 0 ‐ 金融収支差額(d) ‐ 0 ‐

‐
特別費用(g) ‐ 0 ‐ 特別収入(f)

差額 勘定科目 差額

‐
‐

‐

行
政
収
入

地方税

29年度
見込み

目標値
(38年度)

‐

37 37経費／回収量(t)

① 回収にかかる経費の更なる低減化に努める必要がある。
② ごみを減量し、資源化するために、新たな回収品目の検討が必要である。

総回収量(t) 179 169

平成28年度に実施した
改善内容および評価

問題点・課題の改善策

他
区
の
実

施
状
況

実施 22 0 不明 0

指
　
　
　
　
標 回収経費(千円) 35 36

164 170 170

指標に関する説明

6,091 ‐ 国庫支出金 ‐ 0 ‐
維持補修費 ‐ 0 ‐ 都支出金 ‐ 0

勘定科目 28年度

　Ｈ19決特　電池・蛍光管のリサイクル回収を検討してほしい。

事務事業の分類
分類についての説明・意見等

29年度 30年度

継続 継続

　事業系ごみを削減するために、効率的な回収体制を構築し、資源化を
促進させていく。

37

事務事業の成果とする指標名
指標の推移

　事業系ごみの削減及び資源化を促
すため、未登録の事業所の調査及び
把握に努める。

　車両単価の増による経費増と効
率的な配車等のバランスを考慮し
つつ、経費の削減に努めていく。

　事業系資源の排出にあたり、登
録制度の周知に努めるとともに、
適正かつ効率的な回収作業を実施
する。

　地域回収コースや曜日別の傾向等
を考慮し、効率的な配車に努めた。

　事業系資源の集団回収への混入を
防止するため、未登録の事業所の調
査及び把握に努めた。

平成28年度に取り組む
具体的な改善内容

平成29年度以降に取り組む
具体的な改善内容

26年度 27年度 28年度

　一定の曜日に片寄りが生じない
等、効率的な配車を行うよう、検討
する。

行政費用合計(b) ‐ 8,819 ‐ 通常収支差額(c)+(d)=(e) ‐ ▲ 8,819

‐ 0

‐

▲ 8,819

27年度

行政収支差額(a)-(b)=(c) ‐ ▲ 8,819

減価償却費 ‐ 0 ‐ その他 ‐ 0

‐ 0

行
政
費
用

給与関係費 ‐ 2,596

‐

27年度 28年度

0

‐

備
考

特別収支差額(f)-(g)=(h) ‐ 0 ‐ 当期収支差額(e)+(h) ‐

賞与・退職給与引当金繰入額 ‐ 131


